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（左：損傷した陶管製の取付管　右：硬質塩化ビニル管に取替えた取付管） （ミラー方式テレビカメラによる下水道管の調査）

汚泥処理のバックアップ例
（三河島水再生センターから東部スラッジプラントに

送泥できない場合）

　　　維持管理の充実
　下水道管や水再生センターなどを適切に維持管理し、将来にわたって安定的に下水道機能を確保します。
施策

　　　　　下水道管の維持管理
　定期的な下水道管の調査や下水道施設に起因する道路陥
没原因の内、その原因の約7割を占める損傷した取付管の計画
的な取り替えなど、予防保全を重視した維持管理を行います。

取組内容

　　　　　水質改善と省エネルギーの
両立

　水質改善による良好な水環境の実現への貢献
と、電力使用量の削減による省エネルギーの両立
を目指して、処理水質とエネルギー使用量の二つ
の指標を用いた二軸管理手法を活用し、水再生セ
ンターごとに水処理施設の運転を最適化します。

取組内容 　　　　　水再生センター、ポンプ所
　の維持管理の充実

　送泥管の複数化が未整備の区間について、危機
管理対応を強化するため、相互送泥施設を活用
し、バックアップ体制を整備します。

取組内容

★目指す方向
水質改善、電力量削減を両立

新河岸
水再生センター

みやぎ
水再生センター

東部
　スラッジプラント

落合
水再生センター

三河島
水再生センター

浮間
水再生センター

小菅
水再生センター

葛西
水再生センター

整備中

：通常時の送泥ルート

：バックアップ送泥ルート

：汚泥処理を行っている
  水再生センター等

設備の改良などや運転管理の
工夫により水質改善と電力使
用量削減の両立を実現できた
例
翌年度は、さらなる運転管理の
工夫により両立を推進

前年度

今年度

送風量を減らし、電力使用量の
削減を優先した例
翌年度は、電力使用量を減らし
た条件の中で、水質改善に取
組み両立を目指す

・

・

・

・

非常用発電機
（北多摩一号水再生センター）

管内水位が高く老朽化が進んでいる幹線
（マンホール内から撮影した乞田幹線）

省エネルギー型の脱水機に再構築
（清瀬水再生センター）

NaS電池
（浅川水再生センター）

施工中施工前施工前

施設の耐震化実施例（コンクリート増打ち）
（南多摩水再生センター）

　　　下水道幹線・水再生センターの再構築
　老朽化対策とあわせて、耐震性の向上、エネルギー活用の高度化や温室効果ガスの削減などを効率的に
図る再構築を計画的に推進します。設備はアセットマネジメント手法を活用し、経済的耐用年数で効率的
に再構築します。また、幹線は、幹線調査に基づき、対策が必要な幹線を優先して再構築を進めます。

施策

　　　震災対策
　想定される最大級の地震動に対し、震災後においても必ず確保すべき機能を維持するため、必要最低限
の施設能力を確保する耐震対策を進めていきます。また、停電などの非常時の電力を確保するため、非常
用発電設備の整備などとともに、運転に必要な燃料の安定的な確保を図ります。

施策

再構築前

再構築後

８　流域下水道における主要施策

流域流域区部区部
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流域下水道雨水幹線の整備 浸水予想区域図の作成

流域下水道幹線による
雨水対策のイメージ

〇雨水流域下水道事業として、多摩川上流雨水幹線や黒目川
雨水幹線など、5幹線の整備が完了しました。

〇空堀川上流域南部地域においても、雨水流域下水道事業と
して実施する事が決定しました。

多摩川上流雨水幹線
（平成16年度　全線供用開始）

　　　高度処理
　高度処理の推進により、多摩川のシンボルであるアユなどの水生生物がより棲みやすい水環境を創出する
ため、既存施設の改造により早期の導入が可能な準高度処理の導入を推進するとともに、これまでの処理法
に比べて大幅な水質改善が可能な新たな高度処理（嫌気・同時硝化脱窒処理法）を導入していきます。

施策

　多摩川や柳瀬川では、河川水量の5～6割を下水処理
水が占めており、良好な水環境の形成には下水道の役割
は重要となっています。
令和元年には、約333万尾のアユが多摩川を遡上し

ています。

〇北多摩一号・二号処理区、多摩川上流雨水
幹線流域において、想定し得る最大規模の
降雨を想定した浸水予想区域図を公表し
ており、今後、各市の水防活動に活用してい
ただきます。
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多摩川を遡上するアユ
（東京都島しょ農林水産総合
センター所蔵）

　　　雨水対策
　広域的な雨水排除が必要とされる地区において、流域下水道雨水幹線を整備します。また、浸水予想区
域図を作成し、安全・安心な暮らしを実現します。

施策 　　　維持管理の充実
　計画的な補修の実施など、予防保全を重視した維持管理を行い、下水道幹線や施設の延命化を図りま
す。また、省エネルギー機器の導入や運転の工夫などにより、電気や燃料の使用量を抑制することで、維
持管理費を縮減するほか、水質改善と省エネルギーの両立を図る運転管理などに取り組みます。
　さらに、連絡管の相互融通機能を活用し、効率的な運転管理にも努めていきます。

施策

　連絡管の相互融通機能を活用し、放流水質の
安定化や汚泥処理の効率化を図ります。

　高温省エネルギー型焼却炉などの効率の良い
炉の優先運転を徹底し、補助燃料と温室効果ガ
ス排出量を削減します。

焼却能力に対し、汚泥量が適
当でなく、非効率な焼却炉の運
転

処理量を適正に配分すること
により燃焼効率を向上させ、補
助燃料を削減

高温省エネ型焼却炉の例連絡管を活用した汚泥処理効率化のイメージ

南多摩水再生センター汚泥ガス化炉

水再生センター間連絡管断面図（内径3.5ｍ）多摩川を横断する連絡管

流域流域流域流域
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　　　「スマートプラン2014」「アースプラン2017」の推進
　「スマートプラン2014」や「アースプラン2017」に基づき、エネルギー使用量や温室効
果ガス排出量の削減を積極的に推進します。

施策

　　　スマートプラン2014（下水道事業におけるエネルギー基本計画）施策

総エネルギー使用量に対する再生可能エネルギーと省エネルギー量の合計の
割合を 2024 年度までに 20%以上とすることを目指す

　　　アースプラン2017（下水道事業における地球温暖化防止計画）施策
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2000年度
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（目標）
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（目標）

対策による削減量

対策を講じない場合
排出量増加
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削減
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室
効
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ガ
ス
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量

30％以上削減

エネルギー
使用量を削減

目
標

2014（平成 26）年度から
2024（令和 6）年度まで

計
画
期
間

2017（平成 29）年度から
2030（令和 12）年度まで

計
画
期
間

温室効果ガス排出量を 2000 年度比で、2020 年度までに 25％以上削減（第一
期）、2030 年度までに 30％以上削減（第二期）

目
標

地球温暖化
防止に貢献

再生可能
エネルギー等

総エネルギー
使用量

2024年度
-目標-

割合20％以上

スマートプラン 2014 については、こちらから

アースプラン 2017 については、こちらから

９　エネルギー・地球温暖化対策

○スケールメリットを活かし、施設の更新費や維持管理費の縮減を図ることにより、多摩地域の下水道事業
運営を効率化します。

○高度処理の導入により、多摩地域の水環境が向上します。
○バックアップ機能を有する流域下水道の水再生センターで下水や汚泥の処理が可能となり、震災時に処
理機能が確保できることから、多摩地域の高度防災都市づくりに貢献します。

八王子市・北野下水処理場

立川市・錦町下水処理場

　　　単独処理区の編入
　施設の更新や高度処理、耐震性の向上への対応が困難な単独処理区を流域下水道に編入するため、関係
市や関係機関と協議しながら必要な手続や施設整備を進めるとともに、関係市に対して適切な技術支援を
行います。平成27年7月には、八王子市の単独処理区の分流区域を先行して編入しました。

施策

多摩30市町村下水道情報交換会のイメージ

　　　市町村との連携強化
　市町村と協同した広域的な維持管理体制を構築するとともに、維持管理業務などに関するノウハウを多
摩地域の下水道事業運営に活用するために、市町村への技術支援を強化します。また、災害時における下
水道機能の確保のため、相互支援体制を構築し、市町村との連携を強化します。

施策

災害時のし尿の搬入・受入訓練
（北多摩二号水再生センター）

　災害時のし尿の搬入・
受入体制の円滑な運用に
向け、市町村と連携して訓
練を実施しています。

多摩３０市町村下水道情報交換会
（現場見学会の様子）

　市町村への技術支援・
人材育成支援などにより、
多摩地域の下水道事業の
レベルアップを図ります。

単独処理区の編入計画
●平成27年7月
より、北野処
理区の分流区
域を編入開始

●令和２年度の
全量編入に向
け、水処理施
設を整備中

●令和５年度の編入
に向け、水処理施
設を整備中

流域流域




